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【書式Ａ】 施設名 法人全体 処理番号 7110 

大項目 Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

中項目 １．自己収入拡大への取組 

事業名 （１）観覧料金改定 

【年度計画】 

博物館及び展示公開施設の平常展観覧料金を令和 2年 4月 1日に改定する。 

担当部課 本部事務局財務課（取りまとめ） 

東京国立博物館総務部経理課、京都国立

博物館総務課、奈良国立博物館総務課、九

州国立博物館総務課、奈良文化財研究所

研究支援推進部総務課 

事業責任者 事務局長 柏田昭生 

【実績・成果】 

（東京国立博物館） 

・4月1日より、総合文化展の観覧料金を、一般620円を1,000円、大学生410円を500円に改定した。 

（京都国立博物館） 

・4月1日より、名品ギャラリーの観覧料金を、一般520円を700円、大学生260円を350円に改定した。 

（奈良国立博物館） 

・4月1日より、名品展の観覧料金を、一般520円を700円、大学生260円を350円に改定した。 

（九州国立博物館） 

・4月1日より、文化交流展の観覧料金を、一般430円を700円、大学生130円を350円に改定した。 

（奈良文化財研究所） 

・4月1日より、飛鳥資料館の観覧料金を、一般270円を350円に、シニア（満65歳以上）の無料措置を対象年齢を満70歳

に改定した。 

【補足事項】 

 

【年度計画に対する総合評価】 

評定：Ｂ 

【判定根拠、課題と対応】 

 新型コロナウイルスの影響により、休館等を余儀なくされたが、平常展観覧料金

を改定することができた。 

【中期計画記載事項】 

展覧事業の集客力を高める工夫による来館者数の増加に努め、自己収入の確保を図るとともに、賛助会員等への加

入者の増加に継続的に取り組み、寄附金の獲得を目指す。また、（略）競争的資金の獲得等財源の多様化を図り、機構

全体として積極的に自己収入の増加に向けた取組を進めることにより、前中期目標の期間の実績以上の自己収入を得

ることを目指す。 
【中期計画に対する評価】 

評定：Ａ 

 

【判定根拠、課題と対応】 

自己収入額の定量的評価について、2 年度は新型コロナウイルスの影響により達

成できなかったが、中期計画期間全体を通して、目標値を上回る成果を上げること

ができた（処理番号 7120 参照）。2年度には平常展の観覧料金改定を実施するなど、

自己収入拡大へ向けた取組を行った。 
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